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１.事務事業の個別評価にあたって 

本報告書は，担当課による平成２３年度実績についての事務事業の個別評価結果を踏まえ，

「八千代市行政評価調整委員会（以下「評価調整委員会」という。）」において，討議を行っ

た結果を取りまとめたものです。 

 

⑴ 平成２４年度（対２３年度実績）評価の活用方針 

本市の行政評価は，平成１２年度に事務事業評価としてスタートし，平成１６年度から

は，予算決算の細事業単位と事務事業の評価単位の同一化を図るとともに，評価表を効率

的に作成するための行政評価運用支援システムを導入するなどの，取り組みを進めてきま

した。 

 

事務事業の個別評価は，前年度を振り返り評価することで，現状を把握・検証し，その

結果を次に活かすというマネジメントシステムであり， 

ＰＬＡＮ【計画】⇒ＤＯ【実施】⇒ＳＥＥ（Check・Act）【評価・改善】のサイクルを有効

に機能させ，限られた行政資源を最大限に活用することで，効率的で効果的な施策の推進

に努めて参ります。 

 

平成２４年度の行政評価における事務事業の個別評価活用方針 

⑴ 改革・改善型の取り組み 

限られた財源をより効率的に活用するため，職員が成果志向やコスト意識を高め，

不断に業務やサービスを見直し，改革・改善を行うとともに，更なる事務事業の効率

化と有効性が図れるように取り組みます。 

⑵ 予算編成への活用 

事務事業の個別評価結果を踏まえ，予算編成への着実な活用を図るため，予算編成

等の資料として積極的に活用します。 
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⑵ 事務事業の個別評価実施経緯 

事務事業の個別評価の取り組み状況の概要は下記の通りです。 

 

年月日 事務事業の個別評価取り組み概要 

平成２４年 ３月１６日

～３月２６日 

事務事業の個別評価実施のための事前調査実施 

・評価対象事務事業の確認 

・施策体系，実施計画事業との関係調査 

・区分「自治事務」「法定受託事務」「その他」の確認 

平成２４年 ４月１９日 
第１回  

評価調整委員会 

① 平成２４年度予算への活用状況調査について 

② 平成２４年度（対２３年度実績）事務事業評価につい

て 

③ その他 

平成２４年 ５月２１日 
第２回  

評価調整委員会 

① 平成２４年度予算への活用状況調査について 

② 平成２４年度（対２３年度実績）事務事業評価の実施

について 

平成２４年 ５月１１日

～ ６月１１日 
行政評価における事務事業の個別評価実施 

平成２４年 ６月１１日

～ ７月２０日 
事務事業の個別評価内容の調整及び調整結果に基づく修正を実施 

平成２４年 ７月１７日 
第３回  

評価調整委員会 

平成２４年度（対２３年度実績）行政評価における事務

事業の個別評価の結果について 

平成２４年 ７月２３日 
第４回 

評価調整委員会 

平成２４年度（対２３年度実績）評価調整委員会検討

結果報告書（案）について 

平成２４年 ８月 １日 「事務事業の個別評価結果について」庁議提案 
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⑶ 事務事業の個別評価の実施について 

行政評価は，「政策評価・施策評価・事務事業の個別評価」に分類され，翌年度以降の事

業計画や予算に反映させることを目的としています。 

本市では，このうち事務事業の個別評価を実施しており，事務事業を「目的妥当性･有効

性・効率性」から評価し，その評価結果を基に課題整理や改革・改善の糸口の洗い出しを行

っています。 

事務事業の個別評価は，前年度の事務事業の執行実績に対する「振り返り評価」であり，

平成２４年度は，平成２３年度予算の細事業単位で実際に執行された事業の計４４１事務

事業を評価単位としています。 

 

この４４１事務事業について，以下の３つの区分に分けて評価を実施しました。 

 

○自 治 事 務：市の政策判断により行う事務。事業の実施が自治体の裁量に委ねられたものなど，

法令に違反しない限り自主的な事業展開ができるもの。 ２９１事務事業 

⇒目的妥当性・有効性・効率性の全ての項目を評価 

 

○法定受託事務：地方自治法第２条第９項第１号・第２号において定められた事務（※１参照）及び法

令等に実施が定められている法定事務。（＊但し，市の裁量が大きく，市で判断可

能な部分が多い事務は，自治事務として扱う。） ４７事務事業 

⇒有効性・効率性について評価 

※１ 地方自治法第２条第９項第１号・第２号 

一 法律又はこれに基づく政令により都道府県，市町村又は特別区が処理する

こととされる事務のうち，国が本来果たすべき役割に係るものであつて，国に

おいてその適正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又はこれに

基づく政令に特に定めるもの(以下「第一号法定受託事務」という。) 

二 法律又はこれに基づく政令により市町村又は特別区が処理することとされる

事務のうち，都道府県が本来果たすべき役割に係るものであつて，都道府県

においてその適正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又はこれ

に基づく政令に特に定めるもの(以下「第二号法定受託事務」という。) 

 

○そ の 他：各部課の庶務的な業務や，お金の出し入れのみを行う事業等。 １０３事務事業 

⇒評価対象外（事業概要と事業費についての説明のみ） 
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⑷ 分析・検討の視点とサマーレビュー 

担当課が行った事務事業の個別評価結果について，全庁的な視点から検討を行うため，

各部局の次長から構成される評価調整委員会において，事務事業の改革・改善の方向性な

ど下記の視点に沿って分析・検討しました。 

 

評価表２枚目「３.事務事業の評価（SEE）」のうち，目的妥当性の「上位施策との結び付

き，所期目的の達成，民営化の可能性，対象・意図の見直し」の４視点，また，有効性・

効率性から「有効性・効率性向上のための６つの手段」の６視点について着目し，記載内

容を精査し，市全体としての方向性，取り組みの方針を決定しています。 

 

また，事務事業の個別評価を通して，既存事業の「改革・改善」の視点から，サマーレ

ビューを実施しました。 

事務事業評価(SEE) 

[分析・検討の視点] 

（自治事務のみの視点） 

Ⅰ 上位の施策に結び付きが弱いなど見直しの余地があると判断 
した事務事業 

Ⅱ 所期目的を達成していると判断した事務事業 

Ⅲ 民営化で目的を達成できると判断した事務事業 

Ⅳ 対象・意図の設定に見直しが必要とした事務事業 

（自治・法定受託事務の視点） 

Ⅴ 有効性や効率性の向上の可能性があると判断した事務事業 

① 民間委託等と判断した事務事業 

② 再任用職員及び臨時的任用職員等の活用と判断した事務事業 

③ ＩＴ化等業務プロセスの見直しと判断した事務事業 

④ 受益者負担の見直しと判断した事務事業 

⑤ 類似事務事業の統合・役割見直しと判断した事務事業 

⑥ その他の手法（上記以外の方法）と判断した事務事業 
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２.平成２４年度（対２３年度実績）事務事業の個別評価結果 

⑴ 事務事業の個別評価結果の総括【担当評価結果】 

対象事務事業：４４１事務事業 

自治事務：２９１事務事業 ／ 法定受託事務：４７事務事業 ／ その他：１０３事務事業 

◎分析・検討の視点（自治事務・法定受託事務） 

 分析・検討の視点 自治事務 法定受託事務 合計 

目
的
妥
当
性 

Ⅰ 上位の施策に結び付きが弱いなど見直しの余地がある

と判断した事務事業 
7  7 

Ⅱ 所期目的を達成していると判断した事務事業 13  13 

Ⅲ 民営化で目的を達成できると判断した事務事業 -  - 

Ⅳ 「対象」・「意図」の設定に見直しが必要とした事務事業 7  7 

有
効
性
・
効
率
性 

Ⅴ 有効性や効率性の向上の可能性があると判断した事

務事業 
130 14 144 

①民間委託等と判断した事務事業 19 - 19 

②再任用職員及び臨時的任用職員等の活用と判断した事務

 

8 2 10 

③ＩＴ化等の業務プロセスの見直しと判断した事務事業 43 6 49 

④受益者負担の見直しと判断した事務事業 1 - 1 

⑤類似事務事業の統合・役割見直しと判断した事務事業 - - - 

⑥その他の手法（上記以外の方法）と判断した事務事業 59 6 65 

 

◎今後の方向性 （自治事務・法定受託事務３３８事務事業） 

方向性区分 自治事務 法定受託事務 合計 

改革・改善 126 14 140 
（手法プロセス） 69 8 77 

（事業規模の拡大・縮小） 19 1 20 

（統合・役割見直し） - - - 
（その他） 38 5 43 

休止・廃止 2 1 3 

事業完了 14 1 15 

現状のまま継続 149 31 180 

計 291 47 338 
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◎経費･成果の方向性  

(自治事務 291 事務事業)  

自治事務 
経費 

削減 不変 増加 

成 

果 

向上 21 34 76 

不変 22 105 33 

低下 - - - 
 

(法定受託事務 47 事務事業) 
法定受託 
事務 

経費 
削減 不変 増加 

成 

果 

向上 1 1 14 

不変 2 19 10 

低下 - - - 
 

 

 

⑵ 今後の方向性【評価調整委員会評価】について 

担当課において評価を行った結果を受け，評価調整委員会では，全庁的な視点に立ち，

評価内容を精査し，「分析・検討の視点」を踏まえ，総体的に事務事業の今後の方向性につ

いて判断しました。 

方向性区分 自治事務 法定受託事務 合計 

改革・改善 113 13 126 

（手法プロセス） 59 8 67 

（事業規模の拡大・縮小） 19 1 20 

（統合・役割見直し） - - - 

（その他） 35 4 39 

休止・廃止 2 1 3 

事業完了 14 1 15 

現状のまま継続 162 32 194 

計 291 47 338 
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３.［分析・検討の視点］の詳細と評価調整委員会所見 

［分析・検討の視点］では，自治事務と法定受託事務の３３８事務事業について分析を

行い，担当課が評価した分析の視点について，評価調整委員会において二次評価を行ってい

ます。 

Ⅰ 上位の施策に結び付きが弱いなど見直しの余地があると判断した事務事業 

評価の結果 ７事務事業が該当しています。 

この評価事項では，事務事業の意図が，上位の施策の目的に沿っているかどうか

を検証します。結び付きが弱いなど見直しの余地があるとした事務事業は，今後，

見直しの方向で検討していきます。 

詳細は資料集 ５ページをご覧下さい。 

整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

１ 環境保全課 環境衛生保全事業 見直しを行うこと。 

2 環境保全課 環境保全総合事業 見直しを行うこと。 

3 環境保全課 水・地質環境対策事業 見直しを行うこと。 

4 環境保全課 
省エネルギー・新エネル
ギー推進事業 

見直しを行うこと。 

5 
環境保全課 環境
政策室 環境保全総合事業 見直しを行うこと。 

6 
環境保全課 環境
政策室 環境保全活動事業 見直しを行うこと。 

7 産業政策課 産業政策事業 見直しを行うこと。 

 

Ⅱ 所期目的を達成していると判断した事務事業 

評価の結果 １３事務事業が該当しています。 

この評価事項では，事務事業を実施することで，期待されていた目的を達成したか

どうかを検証します。目的を達成した事業については，今後は事業完了となります。 
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詳細は資料集 ６ページをご覧下さい。 

整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

1 情報管理課 電子計算組織管理事業 
平成 24 年度 7 月から基幹情報システム

に移行することにより目的達成とした。 

2 情報管理課 システム開発事業 
平成 24 年度 7 月から基幹情報システム

に移行することにより目的達成とした。 

3 元気子ども課 しろばら幼稚園運営事業 幼稚園の廃止により目的は達成した。 

4 元気子ども課 しろばら幼稚園維持管理事業 幼稚園の廃止により目的は達成した。 

5 元気子ども課 青空子育て子育ち支援事業 
緊急雇用対策事業としての期間内にお

いて目的を達成した。 

6 元気子ども課 私立幼稚園教育振興事業 
緊急雇用対策事業としての期間内にお

いて目的を達成した。 

7 クリーン推進課 不法投棄パトロール事業 
緊急雇用対策事業としての期間内にお

いて目的を達成した。 

8 都市計画課 公共施設循環バス運行事業 

平成２４年９月から新たにコミュニティバ

スとして運行することとしており，公共施

設循環バスとしての目的を達成した。 

9 教育総務課 小中学校環境整備事業 
緊急雇用対策事業としての期間内にお

いて目的を達成した。 

10 指導課 
学校図書館蔵書データベー

ス化事業 

緊急雇用対策事業としての期間内にお

いて目的を達成した。 

11 少年自然の家 少年自然の家環境整備事業 
緊急雇用対策事業としての期間内にお

いて目的を達成した。 

12 維持管理課 睦浄水場施設改良事業 
施設改良の完成により，目的を達成し

た。 

13 維持管理課 
八千代市水道事業第２次長

期基本計画策定事業 
計画の策定により，目的を達成した。 

 

Ⅲ 民営化で目的を達成できると判断した事務事業 

評価の結果 該当はありません。 

この評価事項では，市が実施しなくても民間の事業者等に委ねることで，事業の

目的が実現できないかどうかを検証します。 

 

Ⅳ 「対象」・「意図」の設定に見直しが必要と判断した事務事業 

評価の結果 ７事務事業が該当しています。 
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この評価事項では，環境変化などを踏まえ「対象」・「意図」について検証します。

「対象」・「意図」の見直しが必要であるとした事務事業については，今後，見直し

の方向で検討していきます。 

詳細は資料集 ７ページをご覧下さい。 

整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

1 長寿支援課 生きがい対策事業 対象の見直しを検討すること。 

2 環境保全課 環境衛生保全事業 対象・意図の見直しを行うこと。 

3 環境保全課 環境保全総合事業 対象・意図の見直しを行うこと。 

4 環境保全課 水・地質環境対策事業 対象・意図の見直しを行うこと。 

5 環境保全課 
省エネルギー・新エネルギー推

進事業 
対象・意図の見直しを行うこと。 

6 
環境保全課 

環境政策室 
環境保全総合事業 対象・意図の見直しを行うこと。 

7 
環境保全課 

環境政策室 
環境保全活動事業 対象・意図の見直しを行うこと。 

 

Ⅴ 有効性や効率性の向上の可能性があると判断した事務事業 

評価の結果 １４４事務事業が該当しています。 

内訳は，有効性が向上できる５１事務事業，効率性が向上できる２７事務事業，両方向

上できる６６事務事業となっています。 

特にこの設問については，担当課からの自発的な事業の改革・改善の意思を反映したも

のとして，その手段手法等について，以下のとおり詳細に分析・検討を行いました。 

① 民間委託等と判断した事務事業 １９事務事業 

この評価事項では，民間委託等の導入について検証します。民間活力に関する重

要な取り組み事項であり，民間委託等を「推進する」と判断した事務事業について

は，職員の適正配置及び指定管理者制度の導入なども踏まえて，計画的に推進して

いきます。 
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詳細は資料集 ８～１０ページをご覧下さい。 

整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

1 
コミュニティ推

進課 

市民活動サポートセン

ター運営管理事業 

サポートセンターの運営・管理方法の見直しを行

うこと。 

2 広報広聴課 映像事業 
映像配信等の委託については，費用対効果を検

証したうえで，推進すること。 

3 情報管理課 
行政情報システム運

用管理事業 

システムの運用管理等の委託については，費用

対効果を検証したうえで推進すること。 

4 健康福祉課 
市営霊園運営管理事

業 

今後の民間委託等に備え，民間の運営手法を参

考として，課題の解決に努めること。 

5 障害者支援課 障害者自立支援事業 
制度改正によって可能となる，適切なサービスの

提供に向け，課題解決に努めること。 

6 子育て支援課 
児童一時預かり支援

事業 

利用者の増加に対し，費用対効果を検証したうえ

で，規模の拡大に向けて検討すること。 

7 清掃センター 
粗大ごみ処理施設管

理事業 

施設管理に関する委託項目の見直しについて

は，課題解決に努め，順次推進すること。 

8 建築指導課 建築事務事業 

建物の耐震化の促進については，経費の増加を

伴うことから費用対効果を検証したうえで推進す

ること。 

9 
八千代ふるさ

とステーション 

ふるさとステーション運

営事業 

「ふれあいの農業の郷」と一体的な施設としての

運営方法の検討を進めること。 

10 
八千代ふるさ

とステーション 

ふるさとステーション維

持管理事業 

経費の削減や効率的・効果的な管理運営を行う

こと。 

11 
教育総務課文

化財班 

民間開発等埋蔵文化

財調査事業 

民間調査機関の一部援用・導入の研究など，課

題解決に努め，順次推進すること。 

12 郷土博物館 
郷土博物館維持管理

事業 

樹木剪定等の環境整備業務委託について，費用

対効果を検証したうえで推進すること。 

13 指導課 
外国語指導助手派遣

事業 

現状のまま継続とするが，民間委託等の拡大に

ついては，今後も検討を行っていくこと。 

14 経営企画課 
会計管理費（水道事業_

収益的支出） 

会計基準の見直しに対応するため，外部委託を

導入し効率的かつ確実に事業を推進すること。 

15 給排水相談課 
給水装置管理費(水道

事業_収益的支出) 

積極的な民間委託の推進により効率的な業務の

推進に努めること。 

16 建設課 配水管等布設事業 
設計業務委託については，費用対効果を検証し

たうえで，事業の有効性・効率性を図ること。 

17 維持管理課 
汚水管渠維持事業(下

水道事業_収益的支出) 

迅速性と効率性を考慮した業務体制とするため，

課題解決に努め，委託の検討を進めること。 

18 維持管理課 
雨水管渠維持事業(下

水道事業_収益的支出) 

迅速性と効率性を考慮した業務体制とするため，

課題解決に努め，委託の検討を進めること。 

19 維持管理課 
浄水場等管理事業（水

道事業_収益的支出） 

緊急時の対応等管理の質を向上させながら，課

題解決に努め，委託内容の見直しを検討するこ

と。 
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②再任用職員及び臨時的任用職員等の活用と判断した事務事業 １０事務事業 

この評価事項では，再任用職員及び臨時的任用職員等の活用について検証します。

再任用職員及び臨時的任用職員等の活用を推進とした事務事業については，職員配置

を考慮しながら，推進していきます。 

詳細は資料集１１～１２ページをご覧下さい。 

整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

1 納税課 市税徴収管理事業 

再任用職員の活用については，基幹情報システムと
の活用・連携により迅速かつ効率的な事業の遂行に
努めること。 

2 市民税課 市民税総務事業 

臨時的任用職員の活用については，課題解決に努
め，基幹情報システムとの連携等業務プロセスを見
直し，効率的な事業の遂行に努めること。 

3 資産税課 資産税総務事業 

各事業における臨時的任用職員等の活用について
は，引き続き課題解決に努め，基幹情報システムの
活用による業務プロセスの見直し等を含め，多角的
に検討を行っていくこと。 

4 生活支援課 生活保護総務事業 
費用対効果を検証したうえで，面接相談員等を確保
し，迅速かつ効率的な事業の遂行に努めること。 

5 母子保健課 母子保健事業 
費用対効果を検証したうえで，臨時的任用職員を活
用し，養育支援の強化を図ること。 

6 環境保全課 大気環境対策事業 

空間放射線量測定のデータ整理等への臨時的任用
職員の活用については，費用対効果を検証したうえ
で推進すること。 

7 
農業委員会事

務局 

農業委員会運営事

業 
再任用職員等を活用し，業務の円滑化を図ること。 

8 指導課 
特別支援教育振興

事業 

質の高い特別支援教育を展開するための人的配置
については，費用対効果を検証したうえで，順次推
進すること。 

9 指導課 読書教育推進事業 

現状のまま継続とするが，読書指導員の配置等に
ついては，費用対効果を踏まえて，今後も検討を行
っていくこと。 

10 指導課 
適応支援センター

運営事業 

現状のまま継続とするが，教育相談員等，人的・物
的支援環境の整備については，費用対効果を踏ま
えて，今後も検討を行っていくこと。 

③ＩＴ化等の業務プロセスの見直しと判断した事務事業 ４９事務事業 

この評価事項では，事務のＩＴ化等の業務プロセスの見直しについて検証します。 

ＩＴ化は，導入の初期投資やランニングコストなどの一定の経費を要することから，

費用対効果や手段の問題等について検証していきます。また，業務プロセスの見直

しにあたっての課題解決に向けた検討を行い，現状で推進が可能なものは，予算編

成に活用していきます。 
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詳細は資料集１３～１９ページをご覧下さい。 

整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

1 総務課 法規管理事業 
課題解決に努め，より一層の法務体制の充実を図る
こと。 

2 総合企画課 行政評価推進事業 

外部評価の連携により，よりよい方法を検討し，行政
評価の客観性・妥当性の確保に努めること。また，シ
ステムの連動等データの共有化については課題解
決に努め，事務改善を図ること。 

3 
総合企画課国

際推進室 
国際推進事業 

多文化共生の推進に向け，課題解決に努め，多文
化交流センターの有効活用等，関係部署・関係団体
と協力・連携し，事業を進めること。 

4 
コミュニティ推

進課 
市民活動支援事業 

これまでの実施結果を検証したうえで，条例化に向
けた検討を進め，制度の更なる充実を図ること。 

5 広報広聴課 市長への手紙事業 
フォームの修正等による処理時間の短縮を図るな
ど，迅速な対応に努めること。 

6 情報管理課 情報化推進事業 

緊急時の迅速な情報配信及びアクセス障害等への
対応，業務効率の向上を図るため，課題解決に努
め，システムの導入を検討すること。 

7 情報管理課 
基幹情報システム

管理事業 

関係課との連携により，基幹情報システムへの円滑
な移行，運用に努めること。 

8 戸籍住民課 
戸籍住民基本台帳

管理事業 

時間外開庁及び休日開庁については，市民ニーズ等
の把握並びに費用対効果を引き続き検討すること。 

9 戸籍住民課 
住民基本台帳ネッ

トワーク事業 

住民基本台帳カードの独自利用領域を利用した多
目的サービスについては，課題解決に努め，国の動
向や先進市等の状況も踏まえた中で引き続き検討
すること。 

10 財政課 
財務会計システム

運用管理事業 

財務会計システムの更新については，内部情報事
務の全体最適化の視点に立ち効率的な事務事業の
遂行に努めること。また，システム更新における他業
務，特に会計事務との連携や規則の改定等，課題
解決に努め順次推進すること。 

11 契約課 契約管理事業 

電子入札未利用事業者に対して積極的な勧奨を行
い，課題解決に努め，透明性・競争性の更なる確保
と，効率的な事業の遂行に努めること。 

12 管財課 財産管理事業 

財産の売却・運用については，課題解決に努め，収
入の確保や予算の効率化，ＩＴ化の推進により行政コ
ストの適正化に努めること。 

13 
管財課工事検

査室 
工事検査事業 

事務のＩＴ化については費用対効果を検証したうえで
推進し，基準等の見直し，事務量の増加に対応すべ
く，効率的な事業の遂行に努めること。 

14 市民税課 市民税賦課事業 

基幹情報システムの導入による運用については，国
など他の税関連システムとの連携による業務の全体
最適化と効率的な事業の遂行に努めること。 

15 資産税課 資産税賦課事業 

基幹情報システムの導入による運用については，過
去データ等の徹底した検証と業務プロセスの見直し
等課題解決に努め，順次推進し効率的な事業の遂
行に努めること。 
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整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

16 資産税課 
固定資産土地評価

事業 

基幹情報システムとのシステム連携による機能強化
や高精度化については，課題解決に努め順次推進
し効率的な事業の遂行を図ること。 

17 健康福祉課 
社会福祉協議会運

営補助事業 

経営改善・強化計画(H24～26)に基づき，より効果
的・効率的な補助金の交付を図ること。 

18 健康福祉課 
福祉センター運営

管理事業 

今後もモニタリング等により市民ニーズを的確に把
握し，課題解決に努め順次推進すること。 

19 健康福祉課 
ふれあいプラザ運

営管理事業 

今後もモニタリング等により市民ニーズを的確に把
握し，順次推進すること。 

20 長寿支援課 生きがい対策事業 
高齢者の方の社会参加を促進するため，事業の拡
充に努めること。 

21 障害者支援課 
障害者自立支援総

務事業 

法改正による制度を適正に実施するとともに必要な
システム改修を行うこと。 

22 健康づくり課 
特定健康診査・特

定保健指導事業 

国保年金課と連携し，課題解決に努め，未受診者に
対する電話勧奨等の強化を図り，受診率の向上に
努めること。 

23 国保年金課 一般管理事業 

基幹情報システムの導入に伴い，他課及び関係機
関と連携を密にし，被保険者へのサービスの向上に
努めること。 

24 国保年金課 
医療費適正化特別

対策事業 

今後もレセプト点検及びジェネリック医療品の普及啓
発に努めること。また，新たな医療費の適正化に向
けた対策については，費用対効果を検証したうえで
推進すること。 

25 元気子ども課 
幼稚園教育総務事

業 

補助金支給に係るシステム構築にあたっては，事務
の効率性を考慮し，順次推進すること。 

26 子育て支援課 すてっぷ２１事業 

費用対効果を検証したうえで研修を充実させ，スタッ
フの専門性のスキルアップを行いつつ，利用者増を
目指すこと。 

27 
文化・スポーツ

課 
スポーツ振興事業 

スポーツイベントについて，インターネット等を通じて
広く住民周知し効率的な事業の遂行に努めること。 

28 生活安全課 地域集会施設事業 
現状のまま継続とするが，補助金交付事務の効率
化について，今後も検討を行っていくこと。 

29 生活安全課 市民組織助成事業 
現状のまま継続とするが，補助金交付事務の効率
化について，今後も検討を行っていくこと。 

30 生活安全課 
路上喫煙防止等対

策事業 

路上喫煙禁止区域を拡大することにより，市民の安
全の確保に努めること。 

31 
消費生活セン

ター 

消費生活センター

運営管理事業 

近年の複雑化する相談業務に対応するため，費用
対効果を検証したうえで，より高度な専門的知識の
習得に努めること。 

32 総合防災課 
災害対策施設整備

等事業 

安定的な物資の供給を図るため，災害時協力協定
の締結推進を図るとともに，東日本大震災の教訓を
活かし八千代市地域防災計画の見直しを行うこと。 

33 土木管理課 土木総務事業 

現状のまま継続とするが，道路占用許可申請事務
及び屋外広告物許可申請事務については，事務処
理の効率化に向け，今後も検討を行っていくこと。 
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整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

34 土木管理課 道路境界事業 

現状のまま継続とするが，境界確認関係の資料管
理については，事務処理の効率化に向け，今後も検
討を行っていくこと。 

35 土木管理課 道路台帳整備事業 
現状のまま継続とするが，台帳処理については，事務
処理の効率化に向け，今後も検討を行っていくこと。 

36 土木管理課 
法定外公共物（赤

道・水路等）管理事業 

現状のまま継続とするが，システムの拡張について
は，今後も検討を行っていくこと。 

37 
選挙管理委員

会事務局 

選挙管理委員会運

営事業 

投票区の見直し等については，課題解決に努め推
進すること。 

38 
選挙管理委員

会事務局 
選挙啓発事業 

有権者に対する啓発活動は無論のこと，若年層の
選挙離れが進む現状を踏まえた長期的な展望をもっ
た啓発活動を推進すること。 

39 郷土博物館 
郷土博物館運営事

業 

展示の更新をはじめ，市民のニーズを踏まえた事業
展開について，費用対効果を検証のうえ，順次推進
すること。 

40 指導課 
適応支援センター

維持管理事業 

現状のまま継続とするが，通所児童生徒の活動充実
に向け，施設の環境整備等について，今後も検討を行
っていくこと。 

41 消防署 警防活動事業 

防火体験事業について，教育委員会や学校と連携
し，全小学４年生を対象とした事業として，継続して
実施すること。 

42 消防署 救急活動事業 

救命体験事業について，教育委員会や学校と連携
し，全中学３年生を対象とした事業として，継続して
実施すること。 

43 給排水相談課 
受益者負担金賦課

徴収費 

公平なサービスの視点に立ち，台帳の整備をはじ
め，効果的な手法を不断に検討していくこと。 

44 給排水相談課 
下水道使用料徴収

費 

長期継続契約の口座振替強化や積極的な滞納整理
など収納率の向上を検討すること。 

45 給排水相談課 
水洗便所改造資金

貸付金 

貸付金予算額を増額により，水洗化を普及促進する
こと。 

46 給排水相談課 
水道料金及び下水
道使用料徴収費（水
道事業_収益的支出） 

長期継続契約の口座振替強化や積極的な滞納整理
など収納率の向上を検討すること。 

47 給排水相談課 
水道メータ管理事

業 

貯蔵品管理システムの見直しや業務委託により効
率的な事業の遂行に努めること。 

48 建設課 汚水管渠整備事業 
設計委託を活用するとともに整備手法を研究し，効
率的に事業を推進すること。 

49 建設課 雨水管渠整備事業 
設計委託を活用するとともに整備手法を研究し，効
率的に事業を推進すること。 

④受益者負担の見直しと判断した事務事業 １事務事業 

この評価事項では，受益者負担について検証します。受益者負担は，市民に直接

関係するものであることから，内容の検討・精査・検証のうえ，慎重に推進してい

きます。 
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詳細は資料集２０ページをご覧下さい。 

整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

1 土木建設課 
急傾斜地崩壊対策事

業 

現状のまま継続とするが，急傾斜地崩壊対策工事

等に係る受益者に対する費用負担を導入するにあ

たっては，課題解決に努め，市民の理解を得られる

よう，今後も検討を行っていくこと。 

⑤類似事務事業との統合・役割見直しと判断した事務事業 

評価の結果該当はありません 

この評価事項では，類似事業との統合・役割見直しの可能性について検証します。 

⑥その他の手法（上記以外の方法）と判断した事務事業 ６５事務事業 

この評価事項では，上記①～⑤以外の手段又は複数の手段について検証します。 

この中には，受益者負担の見直し，補助金の見直し，地域との協働といった市民に

直接関係するものから，事務のＩＴ化，業務プロセスの見直し，事務分掌の見直し，

人材の育成等，行政内部の改革・改善によるもの等，多岐にわたっており，複数の手

段を複合させて行うことで相乗（シナジー）効果を期待できるものもあります。 

そのため，内容のさらなる検討・精査を必要とするものや，受益者負担の見直し，

補助金の見直しのように，市の統一した方向性を示して，取り組む項目が存在して

います。また，事務のＩＴ化のように，一時的な経費の増加を招く項目については，

費用対効果も検証し，取り組むことが必要となります。 

実施にあたっての課題については，解決に向けた検討を行い，現状で推進が可能

なものは，予算編成に活用していきます。 

詳細は資料集２１～３０ページをご覧下さい。 

整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

1 総合企画課 企画政策調整事業 

イメージアップ戦略の一環として作製するイメージキ

ャラクターを使い，本市の更なるイメージアップを図る

とともに，市への愛着を深める活動に努めること。 

2 
総合企画課国

際推進室 

八千代こども国際平

和文化基金積立金 
基金の目的に即した事業への活用を図ること。 

3 
総合企画課国

際推進室 

多文化交流センター

運営管理事業 

多言語による外国人からの相談業務や情報発信を

行っていくこと。また，関係団体等と連携し，日本語教

室を開設することにより，サービスの充実を図ること。 

4 職員課 人事管理事業 
人事評価について，順次推進し，システムの構築に

努めること。 
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整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

5 職員課 職員研修事業 

職員研修については，費用対効果を考慮し事業の推進

に努めること。また，コストのかからない「e-ラーニン

グ」や「公開セミナー」等の積極的な利用に努めること。 

6 財政課 財政管理事業 

事業担当課における事業毎の行政評価を基に，財政

運営の健全化を意識した検証を行い，課題解決に努

め推進すること。また，ＰＤＦ化した当初予算書を市ホ

ームページで公表することで，予算書作成部数の削

減による経費の節減に努めること。 

7 財政課 
市債管理事業（元

金） 

市債借入額の抑制については，課題解決に努め，長

期的視点に立った財政運営を推進すること。 

8 資産税課 
固定資産家屋評価

事業 

基幹情報システムとのシステム連携による機能強化

や臨時的任用職員の活用については，順次推進し効

率的な事業の遂行と課題解決に努め，業務プロセ

ス，業務配分の見直しにより迅速かつ適正な家屋評

価・調査に努めること。 

9 健康福祉課 環境衛生事務事業 
第２斎場の建設に向け四市複合事務組合に協力し，

課題解決に努め順次推進すること。 

10 
健康福祉課地

域医療室 
地域医療対策事業 

東京女子医科大学八千代医療センター等の増床計

画に伴い，今後の地域医療体制の拡充整備及び看

護師等医療スタッフの確保対策を推進すること。 

11 長寿支援課 賦課徴収事業 
債権管理課との連携を図り，収納率の向上を目指す

こと。 

12 長寿支援課 
後期高齢者医療保

険料徴収事業 

債権管理課との連携を図り，収納率の向上を目指す

こと。 

13 障害者支援課 障害者援護事業 
法改正のサービス受給状況を考慮し，市独自施策の

扶助について，課題解決に努めること。 

14 障害者支援課 地域自殺対策事業 
自殺予防の普及啓発については，他部署と連携しな

がら課題解決に努め推進すること。 

15 
児童発達支援

センター 

児童発達支援センタ

ー運営事業 

児童発達支援センター建て替えを含め，機能強化と

充実を図るための検討を行うこと。 

16 
児童発達支援

センター 

障害児（者）相談支

援事業 

障害児(者)相談支援と，児童発達支援センターの充

実したあり方について，費用対効果を検証したうえで

検討すること。 

17 健康づくり課 
保健センター管理事

業 

大規模修繕及び耐震化については,改修計画を策定

し，費用対効果を検証したうえで，推進すること。 

18 国保年金課 賦課徴収事業 

債権管理課との連携を図り，収納率の更なる向上を

目指し，費用対効果を検証したうえで，新たな納付方

法の導入について検討すること。 

19 元気子ども課 
子ども医療費助成事

業 

今後の社会動向を踏まえながら，情勢に対応した制

度となるよう，常に情報収集を行い，課題解決に努

め，改革・改善すること。 

20 元気子ども課 
子ども相談センター

事業 

相談件数の増加や内容の複雑化に対応するため，

費用対効果を検証したうえで，研修等の充実や人的

相談体制の強化を視野に入れ推進すること。 
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整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

21 元気子ども課 
放課後子ども教室推

進事業 

余裕教室の確保については，教育委員会や学校と協

議し，費用対効果を検証したうえで，事業拡大してい

くこと。 

22 子育て支援課 保育園運営事業 
ＩＴ化による事務の効率化に加え， 施設の老朽・耐震

化対策について，計画的な施設改修に努めること。 

23 子育て支援課 学童保育事業 

待機児童の解消等のため定員増や新設について検

討すること。また，児童台帳管理や保育料管理につ

いては，新システムの導入を推進すること。 

24 母子保健課 予防接種事業 

予防接種の費用負担のあり方について国・県に要望

し，費用対効果を検証したうえで市民の健康保持の

ため，予防接種率の向上に努めること。 

25 
生涯学習振興

課 
社会教育振興事業 

家庭教育事業については，公民館との連携を密にす

るなど様々な場を活用しながら事業を推進し，併せて

ホームページによる情報の発信に努めること。また，

ブックスタート事業を実施することにより，子ども読書

活動の推進を図ること。 

26 
生涯学習振興

課 

総合生涯学習プラザ

運営管理事業 

利用者の拡大等を図ることについては，経費の増加

が伴うことから指定管理者と費用対効果を検証したう

えで推進すること。 

27 公民館 公民館運営事業 

主催講座や講演会等について，課題解決に努めるこ

と。また，今後の主催事業評価を踏まえ推進していく

こと。 

28 
文化・スポー

ツ課 

文化施設運営管理

事業 

利用しやすい施設を目指し，施設の長寿命化及び利

用率の向上を図ること。 

29 
文化・スポー

ツ課 
体育施設管理事業 

老朽化した体育施設の改修については，費用対効果

を検証したうえで推進すること。また，受益者負担に

ついては，慎重に検討すること。 

30 
男女共同参画

課 

男女共同参画推進

事業 

職員意識調査を実施し，職員への意識啓発を図るこ

と。また，男女共同参画センターと連携を図るとともに

男女共同参画に関する情報紙の発行により，市民へ

の啓発を図ること。 

31 
男女共同参画

課 

男女共同参画センタ

ー運営事業 

支援団体の更なる増加に努めるとともに，地域団体・

企業等との連携のもと，市後援団体への貸し出しや

センターを利用した共催事業等を企画し，施設利用

の拡大に努めること。 

32 環境保全課 
水・地質環境対策事

業 

取り巻く状況変化に対応できる人材育成・技術の継

承するため，課題解決に努め，外部研修への参加に

努めること。 

33 環境保全課 
音・振動環境対策事

業 

騒音・振動測定技術の人材育成については，課題を

解決して推進すること。また測定機器の整備には費

用対効果について検証したうえで推進すること。 

34 
クリーン推進

課 

廃棄物処理企画調

整事業 

ごみの減量化，資源化施策については，課題解決に

努め順次推進すること。また，受益者負担について

は，慎重に検討すること。 

35 
クリーン推進

課 
リサイクル推進事業 

ごみの発生抑制やリサイクルの向上を図り，課題解

決に努め順次推進すること。 
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整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

36 
クリーン推進

課 
塵芥収集事業 

ごみの減量化については，課題解決に努め，順次推

進すること。また，受益者負担については，慎重に検

討すること。 

37 
クリーン推進

課 

不法投棄等対策事

業 

不法投棄防止に関し，費用対効果を検証したうえで，

市民・事業者・行政との連携を図り，不法投棄の抑制

に努めること。 

38 清掃センター 
焼却炉施設管理事

業 

施設管理に関する委託項目の見直しについては，課

題解決に努め，順次推進すること。また，費用対効果

を検証したうえで，基幹的設備等改良工事を実施し，

焼却施設処理能力の回復を図ること。 

39 都市計画課 都市計画事業 

現状のまま継続とするが，都市計画情報のインター

ネット配信による業務の効率化及び利便性の向上

や，臨時的任用職員の活用による窓口業務の効率

化ついては，費用対効果を踏まえて，今後も検討を

行っていくこと。 

40 都市計画課 公共交通対策事業 

コミュニティバス等については，平成２４年９月からの

試行運行に向け，効率的な事業の遂行に努めるこ

と。 

41 公園緑地課 都市公園管理事業 

アダプト制度の拡充については，課題解決に努め順

次推進すること。また，費用対効果を検証したうえで，

公園施設長寿命化計画に基づき遊具の保全・更新に

努めること。 

42 公園緑地課 都市公園建設事業 

公園建設事業については，経費の増加を伴うことか

ら，費用対効果を検証したうえで，効率的・有効的な

事業の遂行に努めること。 

43 公園緑地課 
総合グラウンド建設

事業 

設計・施工・維持管理の最適化に取り組み，ライフサ

イクルコストの低減を推進し，効率的な事業の遂行に

努めること。 

44 産業政策課 産業政策事業 

交流人口の増加を図るため，祭実行委員会と連携

し，周知及び開催方法・花火会場等の課題解決に努

めること。また，観光に係る懇談会を設置し推進する

こと。 

45 
監査委員事務

局 
監査事務事業 

監査結果について全庁的に周知徹底を図り，他部局に

おいても類似事態の検証・是正を積極的に行うこと。 

46 教育総務課 
小学校施設整備事

業 

八千代台東小学校と八千代台東第二小学校の統合

を行い，小学校の適正配置を図ること。 

47 
教育総務課文

化財班 

文化財保護普及事

業 

市指定文化財を含めた啓発活動の具体化や，保管資

料の一元化等について研究を進めること。専門的分

野の職員の増員と育成については課題解決に努める

こと。また，未指定の文化財についても，文化財保護

について研究すること。 

48 
教育総務課文

化財班 

不特定・公共事業埋

蔵文化財調査事業 

整理作業に係る職員増や報告書等の刊行について

は，費用対効果を検証したうえで，市関係部局や県

教育委員会と必要な協議を行い，順次推進すること。 

49 学務課 学校教育総務事業 

八千代台東小学校と八千代台東第二小学校の統合

については，統合準備委員会で十分に協議し，課題

解決に努めていくこと。 
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整理№ 課名 事務事業名 評価調整委員会所見 

50 少年自然の家 
少年自然の家維持

管理事業 
耐震改修工事等については，計画的に進めること。 

51 指導課 
情操芸術教育振興

事業 

現状のまま継続とするが，美術展の人的配置等につ

いては，費用対効果を踏まえて，今後も検討を行って

いくこと。 

52 指導課 教育振興事業 

現状のまま継続とするが，学習環境の向上のための

人的配置等については，費用対効果を踏まえて，今

後も検討を行っていくこと。 

53 指導課 教育研修事業 
現状のまま継続とするが，教職員の研修の充実につ

いては，今後も検討を行っていくこと。 

54 指導課 
八千代こども国際平

和文化事業 

子ども親善大使ＯＢ・ＯＧ会の国際交流・国際平和に

向けての積極的な活動支援とともに，課題解決に努

め，国際情勢の変化を含めた様々な社会の変化を的

確にとらえ，事業に生かしていくこと。 

55 
青少年センタ

ー 

青少年センター運営

事業 

青少年の非行防止のためのモニタリングについて

は，順次推進すること。また，再任用職員等の活用に

ついては，対応可能な業務を検討・整理したうえで，

推進すること。 

56 警防課 救急救助管理事業 
普通救命講習会の分割や，受講対象者を拡大するこ

とにより，救命率の向上を図ること。 

57 指令課 指令管理事業 
消防救急無線のデジタル化及び指令業務の共同化

について推進すること。 

58 給排水相談課 水洗化促進費 

再任用職員の活用，関連業務の早期着工依頼文書

配付や戸別訪問等の手法の見直しにより効率的な事

業の遂行に努めること。 

59 建設課 汚水管渠改良事業 

老朽化した下水道施設の改築・更新については，課

題解決に努め，国の下水道長寿命化支援制度を利

用し，効果的に遂行すること。 

60 建設課 雨水管渠改良事業 
事業手法を検討し，課題解決に努め，改善策を講ず

ること。 

61 建設課 
石綿セメント管更新

事業 

設計業務委託を推進すると共に，効率的な整備手法

を検討し，計画通りの事業展開を図ること。 

62 建設課 
マッピングシステム

管理費 

効率的な情報の更新，職員の習熟，更にマッピング

システムの活用を検討すること。 

63 維持管理課 
ポンプ場維持事業

(下水道事業_収益的支出) 

ポンプ場の改修や廃止に合わせて，効率化，経費削

減を検討し事業の遂行に努めること。 

64 維持管理課 

災害時応急給水用

機材整備事業 (水道

事業_資本的支出) 

学校防災井戸の活用については，課題解決に努め，

学校との連携を図ると共に，災害時に対応出来る効

果的な管理手法を検討していくこと。 

65 維持管理課 
緊急用貯水槽設置

事業 

費用対効果を検証したうえで，経済的効率的な施設

の設置と配置を検討すること。 

 



 

 



  



 

 



 

 



 

 



 

 

 

 





Ⅱ所期目的を達成していると判断した事務事業

②所期目的を達成しているとした事務事業

理由・対応策

1
情報管理
課

3633
電子計算組織
管理事業

大型汎用電子計算機の利用による各業務処理依頼課に対して，処理期日
までに作業を終え正確な結果・成果品を提供している現状は一応の目的を
達成していると言えるが，日進月歩している情報処理技術の導入により業務
処理依頼課への対応の即時性，業務の効率性の更なる向上が見込まれ
る。

平成２４年７月から基幹情報システムに移行するため、当該事業は完了とな
る。

2
情報管理
課

3637
システム開発
事業

法制度改正などが例年行われ，各業務課からのシステム変更依頼等が絶
えない状況である。

平成２４年７月から基幹情報システムに移行するため、当該事業は完了とな
る。

3
元気子ど
も課

3420
しろばら幼稚園
運営事業

平成２０年度の「あり方検討委員会」において,平成２３年度末をもってしろば
ら幼稚園の廃止が決定され,しろばら幼稚園の事業が完了した。

4
元気子ど
も課

3422
しろばら幼稚園
維持管理事業

平成２０年度のあり方検討委員会で,平成２３年度末をもってしろばら幼稚園
の廃止が決定されしろばら幼稚園の事業が完了した。

5
元気子ど
も課

4178
青空子育て子
育ち支援事業

失業者に対する短期の雇用・就業機会の創出・提供を23年度まで図る。ま
た，子育て中の親子の交流の場を提供し，子育てリーダーを配置することに
より子育て支援が図られた。

6
元気子ど
も課

4180
私立幼稚園教
育振興事業

失業者に対する短期の雇用・就業機会の創出・提供を22・23年度の2年間に
限り図った。また，個別指導を必要とする児童及び満3歳児保育において，
幼児教育の充実を図った。

7
クリーン
推進課

4176
不法投棄パト
ロール事業

未就労者（失業者・離職者）の短期雇用は実現している。

8
都市計画
課

4056
公共施設循環
バス運行事業

公共施設循環バスの運行は，利用者の減尐や課題，要望などを整理し，９
月からそれに代わる新たなコミュニティバス等の試行運行になる。

9
教育総務
課

4174
小中学校環境
整備事業

失業者に対する短期の雇用・就業機会の創出・提供が図られた。また，快適
な教育環境の整備を図ることができた。

10 指導課 4175
学校図書館蔵
書データベース
化事業

市内全小中学校の学校図書館データベース化作業は，すべて終了し，所期
目的は達成された。

11
尐年自然
の家

4179
尐年自然の家
環境整備事業

平成23年度までの2ヵ年継続事業として,尐年自然の家環境整備を行った。

12
維持管理
課

9958
睦浄水場施設
改良事業

本事業に関わる工事は，工事種類が多く，単年度での改良が困難であるた
め，平成20年度から3ヶ年継続事業として取組んでいたが，工事の進捗が遅
れ平成２２年３月に補正を組み，平成２３年までの４ヶ年事業として取組み変
更とした。その後，本事業に関わる工事は平成２３年７月に完了した。

13
維持管理
課

9970

八千代市水道
事業第２次長
期基本計画策
定事業

本事業は終了したため,所期目的を達成した。

整理
№

課名 事業CD 事務事業名
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